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法人の業務範囲・非限定説の問題点

非限定説：社員である個々の外国法事務弁護士の原資格国法又は指定法にかか

わらず 外国法に関する法律事務全般を取扱い業務としたうえ 社員である外、 、

国法事務弁護士にとって第三国法に関する法律事務に相当する業務について

は 法人に対し 当該第三国法に関する知識・能力が制度的に担保された一定、 、

の者から書面による助言を受けることを義務付けるなどの措置を講じるべき

であるとの考え方。

問題点：

そもそも、法人が法律事務を行うとは、弁護士法人等の専門職法人において

は、実際には資格を有する弁護士等の個人が法人の業務の一環として弁護士

業など等に従事するものであることが前提となる。すなわち、当該個人によ

る業務の執行が適法でなければならない。

従って、第三国法について知識・能力のある社員がいないという点を補う措

置として、その知識・能力が制度的に担保された者から書面による助言を受

けるとは、実際に法律事務を遂行する資格のある個人が当該書面助言を受け

て行う（その者が書面助言を理解してそれに基づいて法律事務を行う）こと

としなければならない。法人に対する書面助言ということだけでは、そのよ

うな実効性の保障はない。

仮に非限定説を採るとした場合の条件：

従って、非限定説を採る場合でも、

（１）個人の外国法事務弁護士の場合の業務範囲は、原則として原資格国法及

び指定法に関する法律事務であって 例外的に第三国法に関する法律事務に、

ついてその知識・能力が制度的に担保された者から書面による助言を受けて

行うことができるとされているから 法人の場合も上記の趣旨が明らかな規、

定にすることが前提となる 外国法に関する法律事務全般を無条件に取扱う。

ことができるかのような規定ぶりは避けなければならない。

（２）第三国法に関する書面助言については、実際に法律事務を遂行する個人

である外国法事務弁護士が当該書面助言を受けて行うことが条文上も明確

である必要がある。
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